
新 旧 対 照 表

改正後 改正前

高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付要綱

第１条～第 14 条 略

（補助金の確定及び返還）

第 15 条 知事は、第 13 条第１項の規定による補助事業等実績報告書の提出を受理したときは、規則第

12 条の規定により交付すべき補助金の額を確定するものとする。

２ 知事は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を

取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。

(１) 規則若しくはこの要綱の規定又は補助の条件に違反したとき。

(２) 不正若しくは虚偽の申請をし、又は当該申請によって補助金の交付を受けたとき。

(３) 事業完了の翌年度から起算して５年以内に、整備した作業道等を他の目的に転用した場合。ただ

し、公用、公共用又は天災等のやむを得ない事由による場合は、返還額に係る減免について協議する

ことができるものとする。

３ 第６条第３項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合で、第 13 条第１項の実績報告書を

提出した後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したときは、その

金額（実績報告に際し同条第２項の規定により減額した場合にあっては、減じた額を上回る部分の金

額）を別記第７号様式により、速やかに知事に報告するとともに、当該金額を知事に返還しなければ

ならない。

第 16 条～第 19 条 略

附 則

１ この要綱は、平成 24 年６月 19 日から施行し、平成 24 年度の補助金から適用する。

２ この要綱は、令和６年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補

助金については、第８条、第９条第１項第２号から第４号まで、第 15 条第２項及び第３項並びに第 18

条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和５年５月９日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。

高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付要綱

第１条～第 14 条 略

（補助金の確定及び返還）

第 15 条 知事は、第 13 条第１項の規定による補助事業等実績報告書の提出を受理したときは、規則第

12 条の規定により交付すべき補助金の額を確定するものとする。

２ 知事は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を

取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。

(１) 規則若しくはこの要綱の規定又は補助の条件に違反したとき。

(２) 不正若しくは虚偽の申請をし、又は当該申請によって補助金の交付を受けたとき。

(３) 事業完了の翌年度から起算して５年以内に、整備した作業道等を他の目的に転用した場合。ただ

し、公用、公共用又は天災等のやむを得ない事由による場合は、返還額に係る減免について協議する

ことができるものとする。

３ 第６条第３項ただし書の規定により補助金の交付を申請した場合で、第 13 条第１項の実績報告書

を提出した後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したときは、そ

の金額（実績報告に際し第 13 条第２項の規定により減額した場合にあっては、減じた額を上回る部

分の金額）を別記第７号様式により、速やかに知事に報告するとともに、当該金額を知事に返還しな

ければならない。

第 16 条～第 19 条 略

附 則

１ この要綱は、平成 24 年６月 19 日から施行し、平成 24 年度の補助金から適用する。

２ この要綱は、令和５年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補

助金については、第８条、第９条第２号から第４号まで、第 15 条第２項及び第３項並びに第 18 条の

規定は、同日以降もなおその効力を有する。

略



新 旧 対 照 表

改正後 改正前



新 旧 対 照 表

改正後 改正前

別表第２～別表第４ 略

別記第１号様式 略

別紙１－１ 略

第２号様式 略

別紙 事業（変更）計画書 略

第３号様式 略

別表第２～別表第４ 略

別記第１号様式 略

別紙１－１ 略

第２号様式 略

別紙 事業（変更）計画書 略

第３号様式 略



新 旧 対 照 表

改正後 改正前

第４号様式（第 12 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

住 所

団 体 名

代表者氏名

年度高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付決定前着手届

下記の計画に基づく当該事業について、下記条件を了承の上、補助金の交付の決定前に着手したいの

で、高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付要綱第 12 条の規定により届け出ます。

記

１ 事業費

２ 補助予定金額

３ 事業着手予定年月日

年 月 日

４ 事業完了予定年月日

年 月 日

５ 交付の決定前の着手を必要とする理由

条件

１ 補助金の交付の決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を

生じた場合の当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２ 補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着工から補助金の交付の決定を受けるまでの期間内においては、変更承認

申請を行わないこと。

第４号様式（第 12 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

住 所

団 体 名

代表者氏名

年度高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付決定前着手届

下記の計画に基づく当該事業について、下記条件を了承の上、補助金の交付の決定前に着手したいの

で、高知県林内路網アップグレード事業費補助金交付要綱第 12 条の規定により届け出ます。

記

１ 補助予定金額

２ 事業着手予定年月日

年 月 日

３ 事業完了予定年月日

年 月 日

４ 交付の決定前の着手を必要とする理由

条件

１ 補助金の交付の決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を

生じた場合の当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２ 補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着工から補助金の交付の決定を受けるまでの期間内においては、変更承認

申請を行わないこと。



新 旧 対 照 表

改正後 改正前

第５号様式～第８号様式 略 第５号様式～第８号様式 略


